
土木工事条件明示

【工事名】

令和〇年度〇第〇号〇〇工事

令和〇年〇月〇日

伊勢市

入契に係わる事項

① 総合評価落札方式の有無

簡易型 標準型 高度技術提案型

② 総合評価方式で求めた技術提案の確認の有無

施工に際しての事項

① 施工合理化調査、諸経費動向調査等の対象工事

② 地形・地質などの自然条件や、保護動植物など社会条件の明示

③ DID地区対象工事

④ 中間検査の実施対象工事

⑤ 現場環境改善の対象工事

⑥ 建設リサイクル法の対象建設工事

影響を受ける他の工事

① 先に発注された工事で、当該工事の工程が影響を受ける工事の有無

② 後から発注される予定の工事で、当該工事の工程が影響を受ける工事の有無

③ その他、関連して当該工事の工程が影響を受ける他の工事の有無

中間検査を行う段階 検査予定回数

占用物件移設工事 〇〇課 全路線 別途協議 工期内

全工種 迂回路及び工程について調整が必要となる。

明　示　事　項

1
　
施
策
関
係

1 対象の有無

2 対象の有無

調査対象項目 対象工種

その発注者 影響を受ける箇所 影響を受ける期間 影響を受ける時間

2
.
工
程
関
係

1 対象の有無

他工事の名称

影響を受ける工事内容 具体的制約内容 備考

〇〇工事 〇〇課 全路線 別途協議 工期内

全工種 迂回路及び工程について調整が必要となる。



自然的･社会的条件で制約を受ける施工の内容、時期、時間及び工法等

① 交通規制や工事内容により、工事の施工期間又は時間帯の制約の有無

② 河川の出水期や降雨等において、施工を中止有るいは休止の有無

③ 漁期や農業・用排水の使用時期、また地場産業の影響により、施工期間や時間帯の制約の有無

④ 自然環境の保全に関しての制約の有無

関連機関等との工程協議に未成立のものや条件が付された場合の制約等

①

②

③

着手前の地上物件・地下埋設物・埋蔵文化財等の事前調査･移設の制約

①

②

③ 埋蔵文化財の施工に併せて発掘調査の有無を明示する。

設計工程上の作業不能日数

①

現場条件による工法の制限の結果、工程に影響を受ける場合

① 工程に影響を与える特殊な工法の有無

2
.
工
程
関
係

2 対象の有無

3 対象の有無

自然的･社会的要因 施工内容 施工箇所 施工時期 施工時間

明　示　事　項

関連機関等 制約内容 協議内容 成立見込時期 備考

施工方法 具体的制約内容 備考

協議の成立時期が具体的に見込める場合は、「現在、協議中であること、成立見込みの時期および
その制約される内容等」を明示する。

協議の結果、工程等に制約を受けることが予想される場合は、あらかじめその協議内容および制約
される内容等について明示する。

協議の必要性はあるが、未実施である場合は関連機関、内容、協議実施予定者（発注者/受注者）
を明示する。

4 対象の有無

水道 伊勢市上水道課 別途協議

通信線 NTT 別途協議

地下埋設物・埋蔵文化財の種類 地下埋設物・埋蔵文化財の管理者 事前調査・移設の期間 備考

必要な事前調査の期間等を明示し、その管理者の都合により、変更がある場合には別途工程協議す
ることをあわせて明示する。

特に移設や撤去・保存等が必要になり影響を受ける場合は、施工方法や工程等について協議状況を
明示する。

〇日 〇% 〇日

6 対象の有無

総作業不能日数 雨休率 うち休日 その他作業不能日 備考

5 対象の有無

トンネル内工事や工場製作工事以外では、雨休率や休日の日数を明示する。また、資機材等の搬出
入に影響がある場合は、同様に明示する。

対象工種 場所 日数 内容 備考

工事用地等に未処理部分がある場合

①

② 期日までに用地取得が出来ない場合の工事工程への配慮を明示する。

③ 用地未処理部分等に規制がある場合には、解除時期や未処理部分を明示する。

④ 官民境界が未確定部分がある場合は当該区間及び協議状況を明示する。

工事用地使用後の復旧条件がある場合

① 工事用地等の使用終了後の復旧条件等について明示する。

① 場所、範囲、面積、工種、期間、使用条件、重要施設の有無、使用後の復旧方法等を明示する。

② 期日までに用地借地が出来ない場合の工事工程への配慮を明示する。

③ 借地上に支障物件等の処置が必要になった場合は、監督職員に報告し協議する。

私道路がある場合

① 私道路の場所、使用承諾の有無、使用条件についての明示する。

② 使用承諾を得られなかった場合は、監督職員に報告し協議する。

公害防止のため、施工方法、機械設備、作業時間等に制限がある場合

① 特定の工種について、施工方法、施工時間、測定方法、特定地域等を明示する。

② 地元対策上や法改正等により規制処置が必要となった場合は、監督職員に協議する。

水替、流入防止施設が必要な場合

① 対象工種、規模、範囲、期間等を明示する。

② 当初の計画と現場の条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

明　示　事　項

用地・立木の取得が終了していない場所、範囲、面積、工種及び確保の見込み時期等を明示する。

3
.
用
地
関
係

4
.
公
害
関
係

場所 範囲 面積 取得・確定見込時期 該当工種 備考

1 対象の有無

2 対象の有無

場所 範囲 面積 復旧完了予定日 復旧条件 備考

〇〇 別途指示 〇㎡ 工期内 原型復旧

備考

〇〇 - 〇㎡ 工期内 原型復旧

場所 承諾の有無 承諾見込時期 面積 期間 使用条件・復旧方法

3 工事用仮設道路、資機材置場等、の用地(官地)を借地させる場合 対象の有無

4 対象の有無

場所 承諾の有無 承諾日 面積 使用条件 備考

1 対象の有無

対象工種 範囲または測定場所 時期 内容 備考

2 対象の有無



濁水、湧水等の処理で特別な対策を必要とする場合

① 濁水、湧水等の処理で特別な対策を必要とする内容を明示する。

② 当初の条件と状況が異なった場合は監督職員に報告し協議する

事業損失等、第三者に被害を及ぼすことが懸念される場合

①

②

六価クロム溶出試験を必要とする場合

① セメント及びセメント系固化材による地盤改良の有無を明示する。

② 当初の条件と状況が異なった場合は監督職員に報告し協議する。

油漏れ等に対策を必要とする場合

① 油漏れや重金属等の対策の内容を明示する。

② 当初の条件と状況が異なった場合は監督職員に報告し協議する。

石綿等の撤去を必要とする場合

① 石綿等撤去作業の対策の内容を明示する。

② 当初の条件と状況が異なった場合は監督職員に報告し協議する。

交通安全施設等の指定

① 車線減少、歩道通行帯等の規制内容と期間を明示する。

② 当初計画と実際の現場条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

明　示　事　項

4
.
公
害
関
係

5
.
安
全
対
策
関
係
等

対象工種 規模 範囲 備考

3 対象の有無

対象工種 時期 処理施設 排水の水質目標値 排水場所 備考

備考

地盤沈下、振動 事前 事前 別途資料 写真、記録

4 対象の有無

懸念事項 事前･事後 調査時期 調査範囲・対象件数 調査方法 報告書の有無

工事の施工に伴って発生する騒音、振動、地盤沈下、地下水の枯渇等、電波障害等に起因する事業
損失が懸念されるため、事前・事後調査の区分と、その調査時期、未然に防止するために必要な調
査方法、範囲等を明示する。

発注段階では具体的に明示できない場合や当初と状況が異なった場合は、監督職員に報告し、協議
する。

5 対象の有無

対象工種 実施方法 備考

6 対象の有無

対象工種 対象機械 時期 実施方法・必要資材 備考

1 対象の有無

交通安全施設 工種 設置期間 内容 備考

7 対象の有無

対象物件 実施方法 備考

バリケード、誘導員等 全工種 工事期間中 施工時片側交互通行及び通行止め

各施設等と近接する工事

① 設計時に判明している各施設の施工条件、安全対策等の制約内容を明示する。

② 当初計画と実際の現場条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

危険要因に対する防護施設等

① 防護施設の内容を明示する。

② 当初計画と実際の現場条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

保全設備・保安要員の配置等

① 交通誘導警備員、保全設備、保安要員の配置を指定する内容を明示する。

② 当初計画と実際の現場条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

有毒ガス及び酸素欠乏等の対策

① 換気設備等について、その内容を明示する。

② 当初計画と実際の現場条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

高所作業における対策

① 高所作業における落下・墜落等対策を指定する内容を明示する。

② 当初計画と実際の現場条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

明　示　事　項

5
.
安
全
対
策
関
係
等

2 対象の有無

下水道 下水道建設課 Vuφ150 1.25 別途協議 受注者依頼

上水道 上水道課 DIKφ100 0.9～1.2 別途協議 受注者依頼

近接施設 管理者 構造・形状 埋設深 立会条件 備考

3 対象の有無

危険要因 工種 防護施設 内容・規格 期間 備考

交通誘導警備員Ｂ 全工種 工事作業場所 8：30～17：00 有

交通誘導警備員Ａ 全工種 工事作業場所 8：30～17：00 有

4 対象の有無

保全設備・保安要員 工種 場所 期間・時間 交代要員 備考

5 対象の有無

危険要因 工種 危険防止対策の工法内容、設備の規格・規模 備考

交通誘導警備員Ｂ 全工種 工事作業場所 20：00～8：00 有

交通誘導警備員Ａ 全工種 工事作業場所 20：00～8：00 有

工種 場所 対策の内容、設備の規格・規模 備考

6 対象の有無



工事の安全確保のために必要な降雨情報提供

① 安全確保のために必要な地形・地質特性を記載する。

② 過去に発生した現象を明示する。

一般道路を搬入路として使用する場合

① 運搬経路の制限事項および経路を指定する内容を明示する。

② 搬入路の使用中及び使用後に配慮すべき処置および対応の内容を明示する。

③ 地元対策上特に特記すべき事項についてその内容を明示する。

④ 現場状況等から使用条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

①

①

②

②

③

③

仮道路を設置する場合

① 仮道路の構造、費用負担、維持管理、撤去等を指定する内容を明示する。

② 地元対策上特に特記すべき事項についてその内容を明示する。

③ 現場状況等から設置条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

5
.
安
全
対
策
関
係
等

6
.
工
事
用
道
路
対
策
関
係

明　示　条　件

7 対象の有無

種類 場所 降雨の内容、規模 備考

経路 期間 時間帯 制限内容 備考

1 対象の有無

特定資材・機材名 搬入経路 期間 時間 対応・配慮内容 備考

区間 期間 処置・対応内容 備考

2 対象の有無

区間 幅員 延長 構造 その他仕様

区間 借地料負担金額 維持補修内容 維持補修の時期および頻度 備考

備考

区間 存置・撤去 運搬場所 運搬数量 使用後の処置 備考

区間 安全施設設置期間 安全施設内容 備考

特定資材・機材名 搬入経路 期間 時間 対応・配慮内容 備考

一般道路を交通規制等により占用する場合

① 交通規制について事前に占用する内容と協議機関を明示する。

② 現場状況等から占用条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

他の工事と工事用道路を共用する場合

① 他の工事と工事用道路を共用し、工事用道路の管理とその内容を明示する。

② 現場状況等から設置条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

工事用道路の使用に制限がある場合

① 搬入路の幅員、高さ等により、資機材の搬出入時に制約や規制内容を明示する。

他の工事に引き渡す場合

① 引き渡す内容、時期、条件等を明示する。

② 引き渡しに当たって、構造等安全性の確認、検査等を行う実施日時、内容等を明示する。

③ 現場状況等から他の工事に引渡しする条件等異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

引き継いで使用する場合

① 引き継ぐ内容、時期、条件等を明示する。

② 引き継ぎに当たって、構造等安全性の確認を行い疑義等が生じた場合は、速やかに監督職員に

報告し協議する。

明　示　条　件

6
.
工
事
用
道
路
対
策
関
係

7
.
仮
設
備
対
策
関
係

3 対象の有無

区間 協議機関 期間 時間 規制内容 備考

〇号箇所 道路管理者又は公安委員会 工期内 片側交互通行及び通行止め

4 対象の有無

工事用道路の管理者 区間 共用する工事名 期間 配慮事項 備考

5 対象の有無

区間 期間 時間帯 制限内容 備考

引き渡し時期 維持管理等条件 備考

1 対象の有無

仮設物の名称 施工者 撤去・損料負担者

仮設物の名称 確認・検査内容 検査日時 条件等 備考

2 対象の有無

仮設物の名称 前・施工者 引き継ぎ確認事項 引き継ぎ時期 条件 備考



構造及び施工方法を指定する場合

① 存置期間、規模、使用材料、規格、数量を明示する。

② 現場状況等から施工条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

設計条件を指定する場合

① 技術上の必要性から設計条件を指定する条件、内容を明示する。

② 工事車両を対象とした仮橋、迂回路等は幅員・構造の設計条件を明示する。

③ 指定仮設で一般的でない（物価版に掲載のない）資材を使用する場合は明示する。

④ 現場状況等から設計条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

建設発生土

① 工事現場から50kmの範囲内にある発生土を利用する他の建設工事に搬出する。

② 当初発注時に処分先が確定できないため、決定した後に設計変更対象とする。

③ 処分先で土の種類等の詳細な条件について明示する。

④ 夜間時受入れが出来ないなど仮置きについて、その内容を明示する。

建設廃棄物の種類

① 取扱及び処理方法の違う種別毎の廃棄物を明示する。

現場内での発生抑制･減量化･再利用の内容

① 建設リサイクルガイドラインにより、計画・設計段階から施工段階における

現場内での発生抑制等の具体的な実施事項を明示する。

② 仮置きの内容を明示する。

種別 運搬数量 運搬先 処分・保管の条件

建設発生土 別途協議 別途協議

特定建設資材廃棄物 無筋コンクリート塊 構造物取壊

建設発生土 - - 埋戻し -

3 対象の有無

種類 発生抑制 減量化 再利用 保管の条件

明　示　事　項

7
.
仮
設
備
対
策
関
係

8
.
建
設
副
産
物
関
係

3 対象の有無

仮設物の名称 存置期間 使用材料 規格 数量 施工方法 備考

仮設物の名称 設計条件 備考

4 対象の有無

備考

1 対象の有無

〇 ｍ3

特定建設資材廃棄物 アスファルト塊 舗装版取壊

2 対象の有無

種別 種類 工種 備考

備考

処理施設等への運搬経路･方法等の規制・制限

① 処理施設等への受入時間等の条件、内容を明示する。

② 仮置きの内容を明示する。

再資源化処理施設、中間・最終処理場の指定等

① 指定副産物は、指定した再資源化施設へ搬出する。

② 建設発生木材の再資源化施設がない等、縮減施設へ搬入することを明示する。

③ 夜間時受入れが出来ないなど仮置きについて、その内容を明示する。

再生資材等の利用

① リサイクル原則化ルールに従い、再生資材や建設発生土を利用することを明示する。

② 他工事建設発生土を利用することを明示する。

≪再生資材の利用≫

≪他の工事現場からの建設発生土の利用≫

工種ごとの作業内容及び解体方法

① 分別解体の方法を明示する。

仮設工事 □ 手作業

□ 有 ■ 無 □ 手作業・機械作業併用

土工事 □ 手作業

■ 有 □ 無 ■ 手作業・機械作業併用

基礎工事 □ 手作業

□ 有 ■ 無 □ 手作業・機械作業併用

本体構造の工事 □ 手作業

■ 有 □ 無 ■ 手作業・機械作業併用

本体付属物の工事 □ 手作業

□ 有 ■ 無 □ 手作業・機械作業併用

□ 手作業

□ 有 ■ 無 □ 手作業・機械作業併用

明　示　事　項

8
.
建
設
副
産
物
関
係

4 対象の有無

種類 運搬経路 運搬方法 性状及び荷姿等 備考

5 対象の有無

特定建設資材廃棄物 別途協議 ダンプトラック バラ

種類 再資源化処理施設 中間処理場 最終処理場 受入時間 処理税の有無 備考

備考

再生加熱アスファルト混合物 再生密粒As(13) 舗装 －

6 対象の有無

再生資材名 規格 使用箇所 再資源化処理施設

自由勾配側溝 〇〇 〇〇 －

発生土の種類 発注機関 工事名 発生場所 施工会社・連絡先

再生砕石 RC-40 下層路盤 －

建設発生土 - 埋戻し － 土質試験結果による

④本体工事

⑤本体付属物

⑥その他
（　　　　）

備考

7 対象の有無

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工程 作業内容 分別解体等の方法

①仮設

②土工

③基礎



占用物件等の工事支障物件

① 工事区域内に下記物件の移設・撤去又は防護を要する工事支障物件の移設時期、

工事の方法、防護の要否等を明示する。

② 工事区域外であるが、工事施工において防護等する内容を明示する。

③ 占用物件の撤去が別工事で発注されているため、企業者と工期、位置を明示する。

④ 企業者との協議段階で、当初の明示内容に変更が生じた場合は、監督職員に

報告し協議する。

占用物件工事との重複施工

① 占用物件工事と重複して施工する工事主体、移設期間、位置関係等を明示する。

② 受注者が占用企業者と協議を要することを明示する。

③ 現場状況等から施工条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

1 道路復旧が必要な場合

① 復旧範囲、道路種別、復旧方式等を明示する。

② 現場状況等から施工条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

1 埋戻材を指定する場合

① 指定場所、埋戻し区分、埋戻土種類、埋戻構成等を明示する。

② 現場状況等から施工条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

11.
埋
戻
し
関
係

明　示　事　項

9
.
工
事
支
障
物
件
等

1 対象の有無

電柱

支障物件名 管理者名 位置 企業者との協議 移設時期 立会

架空電線

上水道課 全路線 別途協議 別途協議 別途協議

備考

架空電線 各企業 全路線 別途協議 別途協議 別途協議

上水道

上水道 農業用水管

電気ケーブル 下水道（排水含む） 標識・看板

ガス管 その他（通信線 ）

工事方法（内容）

移設期間 位置関係

上水道

架空電線 ガス管 その他（ 通信線 ）

電気ケーブル 下水道（排水含む） 標識・看板

2 対象の有無

電柱 農業用水管

埋設位置、工程調整上水道 伊勢市上水道課 未定

10.
道
路
復
旧
関
係

対象の有無

路線名 道路種別 復旧方法 復旧時期 備考

〇路線 簡易車道 本復旧（図面参照）

対象の有無

路線名 埋戻材 購入土の種類 埋戻構成 備考

別途協議 別途協議 別途協議

占用物件名 占用物件管理者 施工者 重複する工種

別途協議

協議内容 備考

〇路線 流用土 建設発生土2種以上 路床

〇路線 流用土 建設発生土3種以上 路体

2 購入土を使用する場合

③ 購入土を使用する場合は、購入土の数量を明示する。

3 施工管理等

① 土質試験が必要となる路線及び試験項目等を明示する。

4 液状化対策を行う場合

① 液状化対策が必要な路線について明示する。

② 現場状況等から施工条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する。

1 工事用資機材の保管及び仮置きが必要な場合

① 資機材の種類、数量、保管・仮置き場所、期間、保管方法等明示する。

② 積み込み、運搬方法等明示する。

③ 機械の分解、組立、運搬がある場合はその回数を明示する。

④ 現場状況等から使用条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する旨明示する。

2 工事現場発生品がある場合

① 品名、数量、再使用の有無、引き渡し場所等明示する。

② 品質検査の要否、処理方法、運搬方法等を明示する。

3 支給材料及び貸与品がある場合

① 品名、数量、品質、規格又は性能、引き渡し場所、引き渡し時期等を明示する。

② 使用目的、有償・無償の別、返納方法、返納場所等明示する。

③ 支給材料及び貸与品の修理等がある場合明示する。

④ 現場状況等から使用条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する旨明示する。

5 工事用電力を使用する場合

① 工事用電力等を使用する場合は、関係機関との協議の時期・内容・条件等を明示する。

② 現場状況等から使用条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する旨明示する。

11.
埋
戻
し
関
係

明　示　事　項

12.
使
用
資
材
・
共
通
仮
設
関
係

路線名 試験項目 試験位置 試験頻度 備考

対象の有無

対象の有無

購入量 備考

ｍ3〇

品名・規格

山土　　盛土用（現場渡し）

路線名 埋戻材 備考

対象の有無

〇路線 三重県公共工事共通仕様書による 三重県公共工事共通仕様書による 別途協議

対象の有無

種類 数量 保管・仮置き場所 期間 保管方法 積込・運搬方法 備考

備考

対象の有無

品名 数量 再使用 引渡し場所 引渡し時期 品質検査 運搬方法・費用

対象の有無

品名 数量 規格・性能 引き渡し場所 使用目的 有償・無償 返納方法・場所 備考

備考

対象の有無

供給電力先 協議者 受給条件 保守点検 電力料



6 新技術・新工法・特許工法を使用する場合

① 新技術・新工法・特許工法を使用する場合は、その内容を明示する。

② 現場状況等から施工条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する旨明示する。

7 給水の必要のある場合

① 給水の必要のある場合は、関係機関との協議の時期・内容・条件に加え、

取水箇所、方法等を明示する。

② 現場状況等から給水条件が異なった場合は、監督員に報告し協議する旨明示する。

8 現場の状況等から止むを得ず工事が休止状態となった場合

① 現場の状況等から、止むを得ず工事が休止状態となった場合は、休止に伴う処置について監督

職員と協議の上速やかに「中止命令」等の処置をとる場合がある旨明示する。

9 特殊材料や特定使用材料がある場合

① 特殊材料や特定使用材料がある場合は、品質・性能・使用等を明示する。

通行料等が必要な場合

① 通行料等が必要な場合、対象工事、車両種別等を明示する。

工事連携会議の設置が必要な場合

① 工事連携会議の実施の有無と時期、頻度等について明示する。

標準歩掛のない工種があり、歩掛調査を実施する場合

① 想定歩掛を明示し、歩掛調査を実施し必要に応じて変更の対象とすることを明示する。

見積参考資料の明示

① 参考資料の一つとして見積参考資料を作成し明示する。

明　示　事　項

対象の有無

工法名称 施工場所 採用理由 施工条件
特許所有者・NETIS

番号 備考

備考

対象の有無

関係機関名 協議機関 取水箇所 取水時期 方法

対象の有無

対象の有無

特殊材料 対象工種 品質・性能 使用条件 備考

備考

10 対象の有無

12.
使
用
資
材
・
共
通
仮
設
関
係

12 対象の有無

11 対象の有無

工事連携会議実施の有無 時期 頻度 備考

対象工種 区間 車両種別

13 対象の有無

対象工種 施工場所 施工条件 備考

薬液注入を行う場合

① 薬液注入工法の設計条件（発注前の土質・地下埋設物・地下水位等）、工法区分、

材料種類、施工範囲、削孔数量・延長、および注入量等を積算資料に明示する。

② 地下埋設物がある場合の防護方法を明示する。

③ 現場状況等から施工条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議を行うことを明示する。

周辺環境影響調査

① 周辺環境への調査の内容を明示する。

② 現場状況等から調査項目が異なった場合は、監督職員に報告し協議する旨明示する。

立坑工を行う場合

① 立坑工の工法等を明示する。

② 現場状況等から使用条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する旨明示する。

③ この条件は積算上の条件であり、受注者の責任において定めるものとする。

仮設材等の残置を行う場合

① 立坑工を明示する。

② 現場状況等から使用条件が異なった場合は、監督職員に報告し協議する旨明示する。

安全設備

備考

4 対象の有無

数量

14.
仮
設
備
対
策
関
係

3 対象の有無

立坑番号 種類 工法・使用機械・掘削工法 路面覆工 備考

立坑番号 仮設材名 残置の形態

調査項目 採取地点 採取回数（着手前・工事中・工事終了後） 備考

2 対象の有無

地下埋設物等がある場合の防護方法 備考

明　示　事　項

13.
薬
液
注
入
工
関
係

1 対象の有無



　　特記仕様書

項目
適用
項目

第一章　共通編

1.適用

（令和 年 月版適用）

（平成 年 月版適用）

2.産業廃棄物

3.部分使用 (｢共仕｣第1編1-1-1-23)

4.工事中の安全確保 (｢共仕｣第1編1-1-1-27)

5.事故報告書 (｢共仕｣第1編1-1-1-30)

6.環境対策 (｢共仕｣第1編1-1-1-31)

6-1 低騒音型・低振動型

       建設機械

6-2 苦情対応

6-3 石綿等

6-4 地下水等の観測

7.交通安全管理 (｢共仕｣第1編1-1-1-33)

8.工事測量 (｢共仕｣第1編1-1-1-38)

9.提出書類 (｢共仕｣第3編3-1-1-5)

9-1 出来形

　　9-2 電子納品

10.不可抗力による損害 (｢共仕｣第1編1-1-1-39)

11.その他

　　11-1　　感染症対策

　　11-2　　適用諸基準

　　11-3　　工期延長

　　11-4　　その他
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特記事項

本「特仕」中の「共仕」は「土木工事共通仕様書（三重県）」と「業務委託共通仕様書（三重県）」を指す
ものとする。なお、適用年版については下記のとおりとし、部分改定を行った内容も含むものとする。

使用箇所 使用条件 使用期間 備考

三重県業務委託共通仕様書 27 11

　本工事には三重県産業廃棄物税条例（以下「条例」という）に基づく産業廃棄物税（以下「産廃税」とい
う）が計上されていないため、課税対象となった場合には完成年度の翌年４月１日から８月３１日までの間
に、別に定める様式に産業廃棄物税納税証明書、マニフェスト及び条例第１５条に規定する帳簿の写しを添
付して支払請求を行うことができる。なお、本期間経過後に請求はできない。また、本特記仕様書に記載さ
れた産業廃棄物処理施設以外に処理を委託し、新たに産廃税の納付義務が生じたものは請求対象外とする。
但し、工事発注後に明らかになった事情により、予定した条件により難い場合は監督員と協議した結果、契
約変更の対象となった場合は請求を行うことができる。
　なお、設計数量を超えて請求することはできない。

　本工事は、下記のとおり部分使用を予定しているため、受注者はこれに協力しなければならない。

　発注時点において特定することが困難な水道用石綿セメント管が掘削箇所に埋設されている可能性がある
ため、「石綿障害予防規則（平成17年7月1日施行）」に基づき適切に処理しなければならない。また、当初
設計には撤去作業時の保護具、試験費等計上していないためこれらの費用については監督員と協議するこ
と。

　受注者は、工事施行箇所に地下埋設物や架空線等が予想される場合には、当該物件の位置、深さ、構造、
施工時の立会の有無等を調査した埋設物確認表を施工計画書と共に監督員に提出しなければならない。

　受注者は、設計書に示された地下埋設物、架空線等の構造物を現地にて確認しなければならない。また、
構造、位置等が特定できない場合は、試掘を行い構造物を確認後、監督員に報告しなければならない。試掘
調査結果には、各構造物の構造、大きさ、位置のほか計画している構造物等の位置も明示しなければならな
い。

　受注者は、上水道管、下水道管、ガス等埋設物及び電線等架空線を破損した場合、発生から3日以内に事
故報告書にて監督員に報告しなければならない。

　受注者は、低騒音型・低振動型建設機械を使用しなければならない。

　受注者は、工事の施工に伴い地盤沈下、井戸の枯渇や周辺住民への粉塵等、環境への影響が予知または発
生した場合は、直ちに応急措置を講じ監督員に連絡しなければならない。また、第三者からの苦情に対して
は、誠意を持ってその対応を行い、その対応について監督員に報告しなければならない。

工事における新型コロナウィルス感染症の拡大防止措置等に関する特記仕様書を適用（三重県HP「三重県の
公共事業情報」を参照）

適用すべき諸基準については、設計図書において特に定めのない事項については、三重県公共工事共通仕様
書の適用工種の適用すべき諸基準とする。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。

条件明示に示す近接工事により、本工事の完了時期に影響がある場合は、工期を延長する。

　受注者は、地下水位を低下若しくは汲み上げを行う場合、仕様書に定めるもののほか、施工前の水位、施
工中日々の水位、揚水量、塩分濃度を計測し、監督員に報告しなければならない。

　受注者は、工事区域内で他の占用工事と競合する場合、必要に応じ工程等について打合せを行い、両者協
力のもとに工事の円滑化と事故防止を図らなければならない。
　なお、工事中の責任範囲を明確にし、監督員に報告しなければならない。

　受注者は、測量標（仮BM）等の確認を行うほか、各構造物を測量し、高さの確認を行わなければならな
い。

　受注者は、仕様書に定めるもののほか、出来形測量の結果を基に、土木工事数量算出要領(案)及び設計図
書にしたがって出来形数量及び舗装出来形数量を作成しなければならない。また、出来形図面についても作
成しなければならない。

　工事写真の提出は紙媒体のほか電子媒体（CD-RまたはDVD-R）での提出を認めるものとする。なお電子媒
体での提出の場合においても施工前・施行中（抜粋）・施行後・安全教育の写真は紙媒体で提出すること。
また、電子媒体で写真管理するときは三重県CALS電子納品運用マニュアル（案）に準拠し、施工中の撮影頻
度や撮影方法は、三重県公共工事共通仕様書の写真管理基準（案）に準じるものとする。なお、上記マニュ
アル等に記載が無い項目については、監督員と協議のうえ決定するものとし、電子媒体の提出部数は1部と
する。

　受注者は、災害発生後直ちに被害の状況を把握し、被害状況の写真を撮影し監督員に提出しなければなら
ない。また、被災前の写真についても提出しなければならない。


